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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債及び新株引受権付社債の発行がありませんので、記

載しておりません。 

３ 第60期から連結財務諸表を作成しておりませんので記載しておりません。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 54,848 ― ― ― ―

経常利益 (百万円) 1,728 ― ― ― ―

当期純利益 (百万円) 264 ― ― ― ―

純資産額 (百万円) 24,629 ― ― ― ―

総資産額 (百万円) 60,282 ― ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 344.13 ― ― ― ―

１株当たり当期純利益 (円) 3.70 ― ― ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.9 ― ― ― ―

自己資本利益率 (％) 1.1 ― ― ― ―

株価収益率 (倍) 88.4 ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,825 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △164 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,713 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 2,714 ― ― ― ―

従業員数 (名) 1,281 ― ― ― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債及び新株引受権付社債の発行がありませんので、記
載しておりません。 

３ 第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がありませんので、記載してお
りません。 

４ 第61期、第62期及び第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がありませんので、記載してお
りません。 

５ 第60期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載しておりません。 
７ 第59期は連結財務諸表を作成していたためキャッシュ・フローに係る経営指標等につきましては、記載しておりません。
８ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 54,427 47,506 42,425 41,432 39,050

経常利益 (百万円) 1,492 902 1,251 2,901 1,607

当期純利益 (百万円) 234 161 273 583 806

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 6,775 6,775 6,775 6,775 6,775

発行済株式総数 (千株) 71,579 70,179 70,179 70,179 69,809

純資産額 (百万円) 23,567 22,929 23,510 23,887 24,105

総資産額 (百万円) 55,784 53,687 51,320 48,779 41,215

１株当たり純資産額 (円) 329.29 327.95 336.60 342.18 345.52

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

3.00 

(―)

3.00

(―)

3.00

(―)

3.00 

(―)

3.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 3.28 2.30 3.91 8.36 11.55

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.2 42.7 45.8 49.0 58.5

自己資本利益率 (％) 1.0 0.7 1.2 2.5 3.4

株価収益率 (倍) 99.69 109.13 85.68 41.99 30.22

配当性向 (％) 91.5 130.4 76.7 35.9 26.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― 1,324 5,739 6,350 4,417

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △1,969 △3,060 △9,156 535

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― 2,452 △209 △1,680 △2,623

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) ― 3,511 5,980 1,494 3,824

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 1,175 1,112 956
955 
(112)

953
(123)



２ 【沿革】 

  

  

３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、親会社および当社の子会社３社によって構成されております。 

①当社の主な事業は、医療用医薬品を中心とする製品および商品の製造販売であります。 

②子会社３社は、いずれも非連結子会社であり、事業所は、当社本社ビルの一部を賃借しており損保代理店業務等

を営んでおります。 

③当社は、興和株式会社を親会社とする興和グループに属しており、興和株式会社が販売する一部の医療用医薬品

において共同販売促進活動(コ・プロモーション)を行っております。 

④平成18年４月10日付で、興和株式会社を割当先とする第三者割当増資を行っております。増資後の同社の持株比

率は、66.91％となっております。 

  

  

昭和22年７月 株式会社日本生物科学研究所設立、微生物製剤・臓器製剤の製造販売業を開始 

昭和23年３月 埼玉県大宮市(現 さいたま市)に大宮工場(医薬品)を新設し、ペニシリンの製造

開始ならびに研究部門(現 医薬研究所)を設置 

昭和30年６月 食品添加物ソルビトールの製造販売部門設置 

昭和31年11月 商号を日研化学株式会社に変更 

昭和37年７月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和44年10月 愛知県知多市の名南コンビナートに合弁会社として日研化成株式会社を設立し、

食品添加物ソルビトールの製造部門を移行 

昭和46年４月 栃木県真岡市に真岡工場(医薬品)を新設 

昭和58年６月 東京証券取引所市場第一部に指定替え 

平成８年11月 真岡工場東館竣工 

平成11年４月 真岡工場南館竣工 

平成14年10月 化成品事業部門(エリスリトール事業を除く)を日研化成㈱に営業譲渡 

平成15年３月 真岡工場ISO14001(環境ISO)認証取得 

平成15年11月 興和株式会社と資本・業務提携 

平成16年４月 エリスリトール事業を三菱化学株式会社に営業譲渡 

平成18年３月 興和株式会社と同社による当社の完全子会社化および両社医療用医薬品販売事業

の営業統合に係る基本合意書締結 



事業系統図で示すと、次のとおりであります。 

  

〔事業系統図〕 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) ※：有価証券報告書の提出会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(人材会社からの派遣社員)は、年間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社は、労働組合を結成しており、上部団体として、日本化学エネルギー産業労働組合連合会に加盟しておりま

す。 

平成18年３月31日現在における組合員数は、747名であり、労使は、協調的態度のもとに円満な関係を持続してお

ります。 

  

名称 住所 
資本金又は

出資金 
(百万円) 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有(被所有)割合 
関係内容 

所有割合

(％) 
被所有割合

(％) 

(親会社)       

興和株式会社     ※ 
愛知県名古屋市

中区 
3,840 

医薬品事業

繊維事業 
電機光学事業他 

― 62.78 医療用医薬品の共同販売促進 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

953(123) 39.5 16.1 7,518,599



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資が増加し、個人消費につきましても消

費者マインドの改善等により緩やかな回復基調となっております。また、日本銀行の量的緩和政策の解除が決定さ

れるなど、国内民間需要等に支えられた景気は堅調に推移しておりますが、一方では原油価格動向の経済に与える

影響に留意を要しております。 

医薬品業界においては、ジェネリック医薬品(後発医薬品)の使用促進など医療費抑制策を中心とした医療制度改

革が推進されております。製薬企業各社は、制度改革に対応すべくM&A戦略やコスト削減に向けた経営戦略を立案す

るなど、依然厳しい状況が続いております。 

このような状況下、当社は、中期経営計画の最終年度となった当事業年度において計画の目標である「特定領域

で評価され、確固たる収益基盤をもつ中堅医薬品メーカー」の実現に向けて、様々な重要施策を実行してまいりま

した。興和株式会社との提携強化においては、当社が興和株式会社の完全子会社となること、両社医療用医薬品の

販売事業を統合すること等についての基本合意書を平成18年３月13日付で締結いたしました。なお、当社が興和株

式会社の完全子会社となることが決定した場合には、当社株式は株式会社東京証券取引所の株券上場廃止基準にし

たがい、所定の手続を経て上場廃止となります。 

当事業年度における業績は以下のとおりであります。 

(単位：百万円) 

  

(売上高) 

自社品で特にプロモーション強化戦略を実施している「戦略品」のうち、経口浸透圧利尿・メニエール病改善剤

「イソバイド」は、これまで好調に推移しておりましたが、競合製品の上市があった影響により前事業年度に比べ

売上高は減少しました。抗てんかん剤・躁状態治療剤「セレニカＲ」は、平成16年７月に発売した錠剤タイプの

「セレニカＲ錠200mg」が売上高に貢献し、前事業年度に比べ増加しました。トロンボキサン合成酵素阻害剤「オザ

ペン」につきましても、平成16年12月に発売した「オザペンバッグ注80mg」が、当事業年度において売上高に貢献

したことから前事業年度に比べ増加しました。 

一方で、当社の主力品である喘息治療剤「テオドール」のうち特に小児用喘息治療剤「テオドールドライシロッ

プ」は、日本小児アレルギー学会作成「小児気管支喘息治療・管理ガイドライン」の改訂にともない、医療機関に

おける薬剤の適正使用が徹底され処方量が減少となりました。また、併せて新製品参入による喘息治療剤における

テオフィリン製剤の市場占有率の低下により売上高は前事業年度に比べ減少しました。 

以上の結果、当事業年度における売上高は、前年同期比5.7％減の39,050百万円となりました。 

  

  当事業年度 前事業年度 対前年同期比 

売上高 39,050 41,432 94.3％

営業利益 630 2,555 24.7％

経常利益 1,607 2,901 55.4％

当期純利益 806 583 138.3％



(利益) 

主力品である喘息治療剤「テオドール」の売上高の減少が大きく影響し、売上高は前事業年度に比べ2,382百万円

減少しました。また、研究開発費が前事業年度に比べ485百万円増加したこと等により、営業利益につきましては、

前事業年度に比べ75.3％減少し630百万円となりました。経常利益につきましては、営業外損益において産業財産権

実施許諾に係る対価として1,000百万円の収入があったこと等により1,607百万円となりました。 

特別損益においては、当事業年度を通じて中期経営計画の一環として財務体質の強化を図るため、当社が保有す

る投資有価証券につき売却をすすめ、また、これまで三菱ウェルファーマ株式会社から販売を受託しておりました

当社の主力品である喘息治療剤「テオドール」他２品目につきまして、平成18年３月末の契約期間満了により同社

に販売を承継することとし、その販売承継に係る対価の計上等がありましたので、特別利益は1,263百万円となりま

した。また、特別損失は、減損会計の導入により減損損失の計上があり、また、平成18年12月末予定の大宮事業所

の閉鎖にともなう損失見積額の計上等があったため2,151百万円となりました。 

これらにより、当期純利益は前年同期比38.3％増の806百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度のキャッシュ・フローの状況につきましては次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、減損損失、事業所閉鎖損失引当金の増加及び売上債権の減少等がありま

したが、税引前当期純利益の減少、たな卸資産の減少及び法人税等の支払額の増加等により4,417百万円(前年同期

に比べ1,933百万円減)の収入となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金への預け入れがなくなったこと、投資有価証券の売却による収

入等により535百万円(前年同期に比べ9,691百万円増)の収入となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度の借入金の返済による支出が減少したものの、社債の償還に

よる支出等により2,623百万円(前年同期に比べ943百万円減)の支出となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当事業年度末残高は、3,824百万円(前年同期に比べ2,329百万円増)となりま

した。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) 金額は、正味販売価格に換算し表示しております。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社の生産は、販売計画に基づく見込生産を行っているため、受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ ㈱メディセオ・パルタックホールディングスは平成17年10月１日に㈱メディセオホールディングスより商号変更しており

ます。 

  

事業部門別の名称 
第63期

(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
(百万円) 

前年同期比 
（％） 

医薬品 24,904 96.8

事業部門別の名称 
第63期

(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 
(百万円) 

前年同期比 
（％） 

医薬品 39,050 94.3

相手先 

第62期

(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
第63期 

(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱スズケン 7,499 18.1 7,135 18.3 

㈱メディセオ・パルタックホー

ルディングス 
6,947 16.8 6,384 16.4 

アルフレッサ㈱ 5,826 14.1 6,054 15.5 

東邦薬品㈱ 4,477 10.8 4,976 12.8 



３ 【対処すべき課題】 

今後の医薬品業界においては、本年４月に薬価改定が実施され、特に長期収載品においては薬価の下げ幅が拡大さ

れるなど、今後さらにジェネリック医薬品の使用が促進され、シェア獲得競争が激化するものと思われます。 

こうした厳しい状況が予想される環境下、当社の対処すべき課題は、下記の施策であります。 

(1) 興和株式会社との営業統合 

平成18年３月13日付で締結した基本合意書に基づき、興和株式会社による当社の完全子会社化および同社との医

療用医薬品販売事業の営業統合に向け、営業統合準備委員会を設置し、十分な協議を行い、速やかに両社の業務提

携を行ってまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスの充実およびコンプライアンス経営の定着化 

当社は、平成13年６月より「執行役員制度」を導入し、業務執行と経営監視機能の明確な分離を行っておりま

す。また、平成16年４月より「コンプライアンス基本方針」を定め、取締役社長を委員長とし、社外の有識者を含

めた「コンプライアンス委員会」を設置し、実効性のあるコンプライアンス経営の推進体制を構築してまいりまし

たが、さらに平成18年５月施行の会社法に定める内部統制システムの整備・構築を行い、コーポレート・ガバナン

スの一層の充実化を目指しコンプライアンス経営の定着化を図ってまいります。 

また、製薬企業としての基本的使命である医薬品の安全管理体制を整備するとともに、医療機関等の個人情報の

厳格管理を徹底し個人情報保護体制の強化に傾注するなど、健全かつ透明感の高いコンプライアンス経営を実践し

てまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項につきましても、投資家の投資判断に重要であると考えられる事項に

ついては、積極的な情報開示の観点から記載しておりますが、これらに限定されるものではありません。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 販売に関するリスク 

当社が取り扱う製品に係る重大な副作用の発現、同領域の他社製品との競合や特許切れによる後発品の参入等

は、売上高を減少させる要因となり、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

また、当社の主力製品である喘息治療剤「テオドール」および他２品目(アレルギー性疾患治療剤「アレギサー

ル」、閉塞性気道疾患用剤「ベラチン」)は、三菱ウェルファーマ株式会社から販売を受託しておりましたが、平成

18年３月31日をもって販売受託契約が期間満了により終了し、同社へ販売承継することといたしました。当該製品

は、売上高の約35％を占めていたことから、平成18年度からの当社の業績に重要な影響を与える可能性がありま

す。 

(2) 研究開発に関するリスク 

新薬の研究開発は、長い期間と多額の費用を要しますが、その間に期待された有用性が確認できず研究開発を中

止する可能性があります。当社の研究開発品目においても期待した有効性・安全性が証明できない場合や重大な副

作用が発現することなどにより、開発を中止・中断する可能性があります。 



(3) 製造・製品の原材料仕入れに関するリスク 

当社の工場あるいは製品の製造委託先において、技術上もしくは規制上の問題、または、火災・地震・落雷その

他の人災もしくは自然災害により操業停止等が生じることによって、当社における製品の供給が妨げられることと

なった場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。また、当社は、製造する医薬品の原材料についてその

一部を特定の取引先に依存しております。そのため、何らかの理由により当該取引先からの原材料の供給が停止

し、原材料が調達できなくなった場合においても、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(4) 法規制、行政動向に関するリスク 

医薬品は生命関連製品であることから、その開発・製造・販売等の様々な面に薬事法等に基づく規制が実施され

ており、これらの規制の変化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、概ね２年毎に実施される薬価

基準の改定、医療制度や健康保険に関する行政施策の動向は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(5) 知的財産権に関するリスク 

当社が行う事業活動が第三者の知的財産権に抵触する場合、事業活動の変更を余儀なくされる可能性や、訴訟を

提起される可能性があり、その動向によっては、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(6) 業務提携に関するリスク 

当社は、共同販売促進活動、販売受託など、様々な形態で第三者と業務提携を行っております。当社は、(1)販売

に関するリスクに記載のとおり、主力製品である「テオドール」および他２品目について三菱ウェルファーマ株式

会社より販売受託を行っておりましたが、平成18年３月末において契約期間満了等により同社に販売承継すること

としたため、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

(7) 環境問題に関するリスク 

当社は、研究所・工場を有しておりますが、医薬品の研究、製造の過程で使われる化学物質のなかには、人の健

康や生態系に影響を与える物質も含まれています。大気汚染・水質汚濁の防止については、各事業所とも環境保全

に努めておりますが、万一、これらに関し、周辺の環境に深刻な影響を与えていると判断された場合、当社の業績

に重要な影響を与える可能性があります。 

(8) 訴訟に関するリスク 

公正取引に関する事案の他、事業活動に関連して、医薬品の副作用、製造物責任、労務問題などに関し、訴訟を

提起される可能性があり、その動向によっては、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

(9) 個人情報の取扱いに関するリスク 

当社は、各種個人情報を取り扱っており、これらを適正に管理するための各種対策を講じておりますが、万一、

これらの漏洩等が起こった場合、会社としての信用が失墜する可能性や、個人等から損害賠償請求が提起される可

能性があり、当社の業績に重要な影響を与える可能性があります。 

(10)上場廃止に関するリスク 

当社は、当社の親会社である興和株式会社を割当先とする第三者割当増資を行うとともに、今後、産業活力再生

特別措置法の認定取得および株主総会決議の承認取得による興和株式会社との金銭を対価とする株式交換を行うこ

とで、同社の完全子会社となることを予定しております。当社が同社の完全子会社となった場合には、当社株式は

株式会社東京証券取引所の株券上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となる見込みであります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

当事業年度においての経営上の重要な契約等は以下のとおりであります。 

(1) 提携契約 

  

  

(2) 販売契約 

  

(注) 三菱ウェルファーマ株式会社との販売契約につき、「テオドール」の販売契約は期間満了につき、契約を終了いたしまし

た。「アレギサール」の販売契約は、当社の営業戦略上、「テオドール」の契約終了にともない契約期間中でありますが終

了いたしました。 

  

(3) 共同販売促進契約 

  

  

(4) 製造委受託契約 

  

  

(5) 技術供与関係 

  

  

(6) 基本合意書 

  

相手方の名称 契約項目 契約日 

興和株式会社 
医薬品の販売及び研究開発等におけ
る業務提携 

平成15年10月 

相手方の名称 契約項目 契約期間 

三菱ウェルファーマ株式会社 
医療用医薬品(喘息治療剤「テオド
ール」)の販売 

平成13年３月から平成18年３月まで 

三菱ウェルファーマ株式会社 
医療用医薬品(アレルギー疾患治療
剤「アレギサール」)の販売 

平成14年４月から平成22年９月まで 

相手方の名称 契約項目 契約期間 

興和株式会社 
医療用医薬品(高コレステロール血
症治療剤「リバロ錠」)の共同販売
促進 

平成16年１月から平成26年１月まで 

興和株式会社 
医療用医薬品(血圧降下剤「オルメ
テック錠」)の共同販売促進 

平成16年４月から平成26年４月まで 

相手方の名称 契約項目 契約期間 

味の素メディカ株式会社 
医療用 医薬 品 (「ヴ ィ ー ン D 注
500mL」、「ヴィーンF注500mL」)の
製造委受託契約 

平成17年４月から平成26年９月まで 

相手方の名称 契約項目 契約日 

三菱ウェルファーマ株式会社 
テオフィリン徐放性錠剤に係る技術
の実施許諾 

平成13年３月 

相手方の名称 契約項目 契約日 

興和株式会社 

平成18年10月１日までに当社が興和
株式会社の事業のうち、医療用医薬
品の販売事業を譲受けること(両社
医療用医薬品事業の営業統合)、お
よびそれに先立って株式交換を行い
興和株式会社が当社を完全子会社化
すること等 

平成18年３月 



６ 【研究開発活動】 

当社は、医薬品の製造・販売会社としての事業を推進するため、新製品の研究開発を最重要課題としております。 

研究開発部門は、医薬研究所、臨床開発室等であり、平成18年３月31日現在その要員は106名、当事業年度の研究開

発費の総額は2,946百万円であります。 

当社の研究開発活動は、①新剤型・新効能医薬品、②アレルギー、免疫領域を含む呼吸器系薬剤、③その他(腎臓領

域、肝臓領域他)に研究テーマの選択と集中を図っております。また、親会社である興和株式会社と協働体制を構築

し、両社の研究開発シナジーを促進させ、研究機能毎に両社の設備・技術を相互利用、補完するため、平成18年10月

を目処に、当社医薬研究所を興和株式会社の東京研究所・富士研究所および当社真岡工場へ移転する予定でございま

す。 

新製品開発状況につきましては、下記のとおりであります。 

[製造販売承認取得] 

  

  

[第Ⅱ/Ⅲ相試験実施中] 

  

「NIK-313」 

セレニカ®Ｒ錠400mg 

  

一日一回投与の抗てんかん剤・躁状態治療剤「セレニカ®Ｒ錠 
200mg」の剤型追加品 

平成17年２月に承認申請、平成18年２月に承認取得 

「NIK-413」 

イソバイド®DS7g 

  

経口浸透圧利尿・メニエール病改善剤「イソバイド®」の剤型 
追加品 

平成17年２月に承認申請、平成18年２月に承認取得 

「NIK-333」 肝臓がん再発抑制物質(非環式レチノイド) 
肝臓がん患者の根治治療後のがん再発を抑制する薬剤 

平成20年12月に承認申請を予定 



７ 【財政状態と経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

<流動資産> 

当事業年度末における流動資産の残高は、28,937百万円となり、前事業年度末に比べ1,288百万円減少いたしま

した。主な要因は、繰延税金資産が761百万円増加等したものの、売上高の減少等により売掛金が1,783百万円減

少したことによるものです。 

<固定資産> 

当事業年度末における固定資産の残高は、12,277百万円となり、前事業年度末に比べ6,277百万円減少いたしま

した。主な要因は、「テオドール」他２品目の販売を三菱ウェルファーマ株式会社に承継することおよび減価償

却により販売権が4,232百万円減少したこと、また、投資有価証券の売却をすすめたことにより投資有価証券が

2,270百万円減少したこと等によるものです。 

<負債> 

当事業年度末における負債の残高は、17,110百万円となり、前事業年度末に比べ7,782百万円減少いたしまし

た。主な要因は、「テオドール」他２品目の販売を三菱ウェルファーマ株式会社に承継すること等により買掛金

が1,620百万円減少し、また、同社への販売承継にともない販売権の支払が無くなったこと等により未払金が

2,251百万円減少しました。また、１年以内償還予定の社債を償還したことにより2,400百万円減少したこと等に

よるものです。 

<資本> 

当事業年度末における資本の残高は、24,105百万円となり、前事業年度末に比べ218百万円増加いたしました。

主な要因は、投資有価証券の売却を行ったことによりその他有価証券評価差額金が364百万円減少しましたが、自

己株式の消却により自己株式が94百万円減少し、当期未処分利益が487百万円増加したことによるものです。 

  

(2) 経営成績の分析 

当事業年度における売上高は、39,050百万円(前年同期比5.7％減)、営業利益は、630百万円(同75.3％減)、経常

利益は1,607百万円(同44.6％減)、当期純利益は、806百万円(同38.3％増)となりました。売上高、営業利益、経常

利益が前事業年度に比べ減少し、当期純利益が前事業年度に比べ増加した主な要因は、事業所閉鎖損失引当金の計

上や研究開発費の増加等により繰延税金資産が増加し、法人税等調整額が前事業年度に比べ大幅に減少したことに

よるものです。 

また、売上高が減少した主な要因は、主力品である喘息治療剤「テオドール」の売上高が前事業年度に比べ2,240

百万円(同17.1％減)減少したことによるものです。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社は、生産設備の増強・合理化および研究開発設備の充実・強化をはかるため、継続的に設備投資を実施してお

ります。 

当事業年度の設備投資の総額は2,707百万円であります。主なものは当事業年度に完成した真岡工場の生産棟新設に

係る投資額1,849百万円であります。 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

  

(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 真岡工場には、福利厚生施設(社宅)土地11百万円(4,308㎡)、建物45百万円が含まれております。 

３ 現在、休止中の設備はありません。 

４ リース契約等による主な賃貸設備は以下のとおりであります。 

  

※ なお、上記の年間リース料及びリース契約残高には消費税等は含んでおりません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具・
器具・備品

合計 

大宮工場 
(埼玉県 
さいたま市 
大宮区) 

医薬品 生産設備 508 347
5
(12)

50 912 72

真岡工場 
(栃木県真岡市) 

医薬品 生産設備 3,782 2,107
79
(55)

69 6,039 91

医薬研究所 
(埼玉県 
さいたま市 
大宮区) 

医薬品 研究設備 230 91
2
(5)

148 472 60

事業所名 
(所在地) 

事業部門の
名称 

設備の
内容 

台数
リース
期間 

年間 
リース料※ 
(百万円) 

リース 
契約残高※
(百万円) 

本社(東京都中央区) 医薬品 コンピュータ １式 ４年間 7 15

東京支店(東京都中央区)
他10支店 

医薬品 営業用車輌 344台 4・5年間 128 279

医薬研究所 
(埼玉県さいたま市 
大宮区) 

医薬品 分析装置等 １式 ４年間他 57 85



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

特に重要な設備の除却等に該当するものはありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 
の名称 

設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月 

総額 
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

着手 完了 

真岡工場 
(栃木県真岡市) 

医薬品 生産設備 880 15 自己資金 平成17年９月 平成18年９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) １ 定款の定めは、次のとおりであります。 

『当会社の発行する株式の総数は１億5,592万株とする。但し、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数

を減ずる。』 

なお、当事業年度末までに自己株式370,000株を消却しております。 

２ 平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、『但し、株式の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずる。』という定めは削除されました。 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成18年３月13日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月10日を払込期日とする興和株式会社を割当先とした第三者割

当による新株式(普通株式)10,000,000株を発行しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 資本準備金による自己株式の消却であります。 

２ 商法第212条の規定に基づく自己株式の消却であります。 

３ 平成18年３月13日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月10日を払込期日とする興和株式会社を割当先とした第三者

割当による新株式(普通株式)10,000,000株を発行しております。 

これにより資本金が1,790百万円、資本準備金が1,780百万円増加しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 155,550,000

計 155,550,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 69,809,164 79,809,164
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 69,809,164 79,809,164 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成14年５月14日  (注)1 (―)1,400,000 70,179,164 ― 6,775 (―)441 8,461

平成17年10月５日  (注)2 (―) 370,000 69,809,164 ― 6,775 ― 8,461



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、15単元含まれております。 

２ 自己株式44,271株は「個人その他」に44単元及び「単元未満株式の状況」に271株含めて記載しております。なお、自己

株式44,271株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有残高は、43,271株であります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の持株数は、信託業務に係る株式833千株、アルフレッサ株式会社、アルフレッ

サファーマ株式会社及び株式会社バイタルネットが保有する当社株式を退職給付信託に拠出した株式704千株でありま

す。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の持株数は、信託業務に係る株式1,303千株、株式会社翔薬が保有する当社

株式を退職給付信託に拠出した株式６千株であります。 

  

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 41 23 63 48 2 4,342 4,519 ―

所有株式数 
(単元) 

― 5,845 1,734 44,906 3,488 5 13,209 69,187 622,164

所有株式数 
の割合(％) 

― 8.45 2.51 64.90 5.05 0.00 19.09 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

興和株式会社 愛知県名古屋市中区錦３－６－29 43,398 62.17

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,537 2.20

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 1,309 1.88

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南１－３－１ 912 1.31

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行) 

AIB  INTERNATIONAL  CENTRE  P.O.  BOX 
518 IFSC DUBLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

874 1.25

日興シティグループ証券株式会
社 

東京都港区赤坂５－２－20 771 1.10

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 642 0.92

富士倉庫運輸株式会社 東京都江東区枝川１－10－22 590 0.85

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 569 0.82

芝 崎 時 夫 大阪府守口市梅町 500 0.72

計 ― 51,103 73.22



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株(議決権15個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式271株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株式名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  43,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

69,144,000 
69,144 ― 

単元未満株式 普通株式 622,164 ― ― 

発行済株式総数 69,809,164 ― ― 

総株主の議決権 ― 69,144 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日研化学株式会社 

東京都中央区築地 
１―12―６ 

43,000 ― 43,000 0.1

計 ― 43,000 ― 43,000 0.1



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は株主の皆様からのご支援、ご協力に報いるため、株主の皆様への利益還元を重視しており、利益配当につき

ましては、経営成績を勘案し、安定的かつ継続的に実施することを基本方針としております。 

当事業年度の配当決定にあたりましては、上記の方針を充分に踏まえ、中間配当につきましてはこれを見送らせて

いただき、期末配当につきましては、１株あたり３円(年間配当１株当たり３円)を実施いたしました。これにより、

当事業年度の株主資本配当率は0.9％となり、配当性向は26.0％となりました。 

なお、当社は、平成18年６月28日開催の株主総会において、興和株式会社の完全子会社となる同社との株式交換の

決議を行いました。したがいまして、次年度以降の利益配分に関する基本方針は決定しておりません。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 459 360 345 391 456

最低(円) 250 191 245 290 310

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 379 450 456 410 387 370

最低(円) 328 330 376 348 336 340



５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 常任監査役 大澤眞輔、滝本正美 監査役 小山泰申は、「会社法」第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 
２ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行機能を明確に
区分し、経営効率の一層の向上を図るため執行役員制度を導入しております。 

  
  上記以外の執行役員は４名で、研究開発本部長 高橋親法、コンプライアンス本部長 大川正、管理本部長 後藤駿、営業
本部副本部長 河﨑巌(以上執行役員)で構成されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
(代表取締役) 

経営企画室・ 
管理本部担当 田 村   滋 昭和24年３月11日生

昭和47年４月 当社入社

17

平成13年４月 当社研究開発企画室長
平成13年６月 当社執行役員就任
平成15年６月 当社取締役就任
平成16年４月 当社代表取締役就任(代表現任) 
平成16年４月 当社取締役社長就任(現任) 

常務取締役 
(代表取締役) 

常務執行役員 
生産本部長兼研
究開発本部・コ
ンプライアンス
本部担当 

渡 邊   勇 昭和20年１月28日生

昭和44年４月 興和株式会社入社

3
平成12年６月 興和新薬株式会社監査役就任 
平成15年６月 興和株式会社取締役就任(現任) 
平成17年６月 当社代表取締役就任(代表現任) 
平成17年６月 当社常務取締役就任(現任) 

取締役 常務執行役員 
営業本部長 村 上 俊 朗 昭和19年６月22日生

昭和42年３月 興和新薬株式会社入社

3
平成11年６月 同社取締役就任
平成16年６月 興和株式会社取締役就任(現任) 
平成17年６月 当社取締役就任(現任)

取締役 ― 山 本 寅 雄 昭和17年11月14日生

昭和40年３月 興和株式会社入社

―

平成７年６月 同社取締役就任
平成10年６月 同社常務取締役就任
平成13年６月 同社代表取締役専務就任(現任) 
平成16年６月 興和新薬株式会社代表取締役専務

就任（現任） 
平成16年６月 当社取締役就任(現任)

〔他の会社の代表状況〕 
興和株式会社代表取締役専務 
興和新薬株式会社代表取締役専務 

常任監査役 
(常勤) ― 大 澤 眞 輔 昭和22年３月10日生

昭和45年４月 株式会社埼玉銀行入行

13

平成11年６月 株式会社あさひ銀行取締役就任 
平成13年９月 同行常務執行役員就任
平成15年３月 株式会社りそな銀行常務執行役員

就任 
平成15年６月 当社常任監査役(常勤)就任(現任) 

常任監査役 
(常勤) ― 滝 本 正 美 昭和20年４月17日生

昭和43年３月 興和株式会社入社

3
平成６年２月 同社東京研究所生物研究部長 
平成15年１月 同社医薬事業部開発監査部長 
平成16年６月 当社常任監査役(常勤)就任(現任) 

常任監査役 
(常勤) ― 益 田 修 治 昭和21年７月16日生

昭和44年４月 当社入社

11
平成９年４月 当社甲信越支店長
平成15年６月 当社執行役員就任
平成16年６月 当社取締役就任
平成17年６月 当社常任監査役(常勤)就任(現任) 

監査役 ― 小 山 泰 申 昭和17年４月３日生

昭和41年３月 興和株式会社入社

―

平成７年６月 同社取締役就任
平成11年６月 興和新薬株式会社代表取締役常務

就任 
平成11年６月 興和株式会社常務取締役就任 
平成16年６月 同社代表取締役専務就任(現任) 
平成16年６月 興和新薬株式会社代表取締役専務

就任（現任） 
平成16年６月 当社監査役就任(現任)

〔他の会社の代表状況〕 
興和株式会社代表取締役専務 
興和新薬株式会社代表取締役専務 

計 50



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営活動の過程で、経営意思決定や経営の監視機能等が有効に働く仕組みを充実させることがコーポレ

ート・ガバナンスの基本的な考え方と認識しており、企業が継続的に収益をあげ企業価値を高めていくためには、

コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であると認識しております。 

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、経営の「効率性」、「健全性」、「透明性」の向上を図る

ことを経営方針として掲げ、業務執行に対する監督機能の強化と迅速かつ正確な情報開示体制の強化を図るととも

に、絶えず、実効性の面から経営管理体制や組織といった仕組みの見直しと改善に努めております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は、下記のとおりであります。 

  

 
  



① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

(会社の機関の内容) 

＜監査役制度＞ 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として、取締役会・経営会議

等の重要な会議に出席し、経営の業務執行状況を監査することで、会社の健全な経営と社会的信用の維持に努め

ております。 

＜社外取締役・社外監査役の選任状況＞ 

期末日現在、監査役４名のうち３名が、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項

に定める社外監査役であります。また、取締役６名のうち社外取締役は、２名であります。 

＜業務執行と経営監視体制＞ 

当社では、業務執行と経営監視機能を明確に分離することを目的として、平成13年６月より「執行役員制度」

を導入しております。 

  

(内部統制システムの整備の状況) 

内部統制システムにつきましては、会社法、証券取引法、独占禁止法、薬事法等の各種法令・規則、企業倫理

等を遵守することにより営業活動が適正に行われるよう、コンプライアンス統括部内の業務監査部門と監査役会

が連携し、内部監査を実施しております。また、弁護士等の社外有識者等を含めたコンプライアンス委員会にお

いて、コンプライアンス・プログラムの運用報告や内部監査報告等を行い、コンプライアンス体制の強化を図る

とともに、内部統制システムの整備に努めております。 

  

(取締役会) 取締役会は、期末日現在、６名(うち社外取締役２名)で構成されております。原

則毎月１回開催するほか、必要に応じて機動的に開催し、法令および定款に定め

られた事項および重要事項の意思決定と業務執行を監督しております。 

(監査役会) 監査役会は、期末日現在４名(うち常勤監査役３名)で構成されており、社外監査

役は３名であります。監査役は、法令および定款に沿って監査役会で定めた監査

の方針・業務分担などに従い、取締役の業務遂行の適法性について監査しており

ます。 

(経営会議) 経営会議は、役付取締役、役付執行役員および執行役員本部長の７名で構成さ

れ、取締役会で決定された経営方針に基づき、業務執行の具体的な施策の策定、

取締役会に付議すべき重要な事項等について審議・決定を行うため、原則毎月３

回開催しております。 



(リスク管理体制の整備の状況) 

リスク管理体制につきましては、経営に及ぼすリスクを未然に防止すること、あるいは、損失を極小化するこ

とを目的として、各レベルにおける意思決定プロセスにおいてリスク管理を徹底するためのフレームワークを構

築しております。平成16年４月に、当社の経営リスク管理に対する基本方針として、「企業価値の向上」、「社

会への貢献」、「安全性の確保」を柱とした「ビジネスリスク・マネジメント方針(ポリシー)」を制定し、研究

開発投資リスク・設備投資リスク・財務リスク・信用リスク等のリスクカテゴリー別に「ビジネスリスク・マネ

ジメント規程」を定めました。また、これら経営リスクの認識・評価・回避または軽減をコントロールする部署

として、経営企画室内にリスク管理担当部署を設置しております。 

  

(内部監査及び監査役監査、会計監査の状況) 

コンプライアンス経営の推進・定着化を図るとともに、内部監査業務の強化を目的として、平成16年４月、コ

ンプライアンス本部内に内部監査担当部署を設置しております。当部署においては、年度ごとに「業務監査実施

計画」を策定し、業務運営や業務処理の諸法令・諸規則に対する遵守状況を確認するため、全部署・事業所に対

し内部監査を実施しており、内部監査の実施状況等は、随時、監査役に適宜報告する等、監査役との連携強化を

図っております。なお、平成18年３月末時点において、当該部署の担当者は３名であります。 

監査役は、監査役会で定められた「監査役監査基準」に基づき、コンプライアンス体制やリスク管理体制等の

内部統制システムの整備状況や実施状況の監査を随時、実施しております。さらに、会計監査人との連携のも

と、会計監査人から会計監査等に関する報告を受けるなど意見交換を積極的に行うとともに、会計監査や中間・

期末時におけるたな卸実査への立会等も実施しております。 

なお、業務を執行した公認会計士の概要は下記のとおりであります。 

  

※監査業務に係る補助者は、公認会計士６名で構成され、所属する監査法人は、東陽監査法人であります。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 
業務執行社員 

勝 野 成 紀 東陽監査法人  19年４ヶ月(20期間) 

指定社員 
業務執行社員 

福 田 光 博 東陽監査法人 ― 

指定社員 
業務執行社員 

中 塩 信 一 東陽監査法人 ― 



(役員報酬の内容) 

取締役および監査役に支払った報酬の内容は、下記のとおりであります。 
  

(注) １ 利益処分による取締役及び監査役賞与金はありません。 

２ 株主総会の決議に基づく役員退職慰労金の支給額は取締役92百万円であります。 

３ 支給人員および支給額には、当期中に退任した取締役３名分が含まれております。 

  

(監査報酬の内容) 

監査報酬の内容は、下記のとおりであります。 
(単位：百万円) 

  

② 会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役は、山本寅雄氏、若狭壮行氏の２名であります。山本寅雄氏は、興和株式会社代表取締役専

務を兼務しており、若狭壮行氏は、興和株式会社取締役を兼務しております。なお、若狭氏は平成18年６月28日

開催の定時株主総会終結の時をもって当社の取締役を退任しております。 

また、社外監査役は、大澤眞輔氏、滝本正美氏、小山泰申氏の３名であります。大澤眞輔氏は、株式会社りそ

な銀行出身、滝本正美氏は、興和株式会社出身の常任監査役(常勤)であります。小山泰申氏は、興和株式会社代

表取締役専務を兼務しております。 

興和株式会社は、当事業年度未時点で当社の議決権の62.78％を保有する親会社であります。当社は、平成15年

11月に興和株式会社と資本・業務提携を行い、同社が有する医薬品についてコ・プロモーションを実施しており

ます。また、株式会社りそな銀行は、当社との間に資本関係・金融取引はありません。 

  

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間(最近事業年度の末日からさかのぼって１

ヶ年)における実施状況 

当社は、中期経営計画の主要施策である「コーポレート・ガバナンスの充実」に向けて、経営の「効率化」、

「健全性」、「透明性」の向上を図り、業務執行に対する監督機能の強化と迅速かつ正確な情報開示体制の強化

を図ってまいりました。 

また、社外の有識者である弁護士を構成員に加えたコンプライアンス委員会を四半期毎に開催し、コンプライ

アンス体制を強化するとともに、コンプライアンス統括部によるコンプライアンス・プログラムの運用報告及び

内部監査報告等を行い、コンプライアンス経営の定着化を推進してまいりました。 

さらに、定期的に実施しているコンプライアンス研修等を通じて、当社の役員および従業員は、医薬品という

人々の健康に関わる製品を扱う者として、企業行動憲章に基づき法令や規則等およびその精神を遵守するととも

に、より高い倫理観、社会的良識をもって行動することを徹底しております。 

区分 

社内取締役 社外取締役 監査役 

支給人員 
支給額 
(百万円) 

支給人員
支給額
(百万円) 

支給人員 
支給額 
(百万円) 

定款又は株主総会決
議に基づく報酬 

6 113 3 2 4 49

計 6 113 3 2 4 49

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20 

上記以外の報酬 ― 

合計 20 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当

事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表を作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

資産基準 0.5％

売上高基準 0.7％

利益基準 0.4％

利益剰余金基準 0.9％



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  4,219 4,124  

 ２ 受取手形  1,142 837  

 ３ 売掛金  18,518 16,735  

 ４ 有価証券  1,300 1,300  

 ５ 商品  1,231 250  

 ６ 製品  1,132 1,576  

 ７ 原材料  516 731  

 ８ 仕掛品  846 963  

 ９ 貯蔵品  15 11  

 10 前払費用  71 39  

 11 繰延税金資産  869 1,630  

 12 未収金  ― 706  

 13 その他  367 53  

   貸倒引当金  △5 △23  

   流動資産合計  30,225 62.0 28,937 70.2

Ⅱ 固定資産     

 (1) 有形固定資産 ※１     

  １ 建物 9,940 11,159    

    減価償却累計額 6,419 3,521 6,707 4,451  

  ２ 構築物 528 512    

    減価償却累計額 385 143 349 163  

  ３ 機械及び装置 12,156 13,076    

    減価償却累計額 10,290 1,866 10,558 2,517  

  ４ 車両運搬具 118 132    

    減価償却累計額 90 27 102 29  

  ５ 工具器具備品 2,685 2,701    

    減価償却累計額 2,321 363 2,371 330  

  ６ 土地  1,675 294  

  ７ 建設仮勘定  814 559  

   有形固定資産合計  8,413 17.2 8,346 20.3

 (2) 無形固定資産     

  １ 販売権  4,232 ―  

  ２ ソフトウェア  189 152  

  ３ 電話加入権  17 17  

  ４ 施設利用権  0 0  

   無形固定資産合計  4,439 9.1 170 0.4



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (3) 投資その他の資産    

  １ 投資有価証券  3,433 1,163 

  ２ 関係会社株式  42 42 

  ３ 長期前払費用  8 13 

  ４ 敷金  549 491 

  ５ 繰延税金資産  1,645 2,028 

  ６ その他  120 71 

    貸倒引当金  △96 △50 

    投資その他の 
    資産合計 

 5,701 11.7 3,761 9.1

    固定資産合計  18,554 38.0 12,277 29.8

    資産合計  48,779 100.0 41,215 100.0

     



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形  854 995 

 ２ 買掛金  4,399 2,779 

 ３ １年以内償還予定の社債  2,400 ― 

 ４ 未払金  5,720 3,469 

 ５ 未払法人税等  953 436 

 ６ 未払消費税等  142 190 

 ７ 未払費用  360 344 

 ８ 預り金  77 56 

 ９ 前受収益  3 ― 

 10 賞与引当金  660 668 

 11 返品調整引当金  52 48 

 12 売上割戻引当金  539 322 

 13 事業所閉鎖損失引当金  ― 1,112 

 14 設備関係支払手形  7 3 

   流動負債合計  16,171 33.1 10,425 25.3

Ⅱ 固定負債    

 １ 社債  2,000 2,000 

 ２ 長期未払金  1,470 ― 

 ３ 退職給付引当金  5,148 4,634 

 ４ 役員退職慰労引当金  102 50 

   固定負債合計  8,721 17.9 6,684 16.2

   負債合計  24,892 51.0 17,110 41.5

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※２  6,775 13.9 6,775 16.4

Ⅱ 資本剰余金    

  資本準備金  8,461 8,461 

資本剰余金合計  8,461 17.3 8,461 20.5

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  894 894 

２ 任意積立金    

 (1) 固定資産圧縮積立金 100 100   

 (2) 別途積立金 5,760 5,860 5,760 5,860 

３ 当期未処分利益  1,439 1,926 

利益剰余金合計  8,194 16.8 8,682 21.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  564 1.2 200 0.5

Ⅴ 自己株式 ※３  △108 △0.2 △14 △0.0

資本合計  23,887 49.0 24,105 58.5

   負債及び資本合計  48,779 100.0 41,215 100.0
     



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

 １ 商品売上高 17,344 15,251    

 ２ 製品売上高 24,088 41,432 100.0 23,799 39,050 100.0

Ⅱ 売上原価     

 １ 期首商品たな卸高 2,453 1,231    

 ２ 期首製品たな卸高 1,443 1,132    

 ３ 当期商品仕入高 9,739 7,985    

 ４ 当期製品製造原価 ※６ 10,201 11,938    

合計 23,837 22,288    

 ５ 他勘定振替高 ※１ 427 205    

 ６ 期末商品たな卸高 1,231 250    

 ７ 期末製品たな卸高 1,132 21,045 50.8 1,576 20,256 51.9

   売上総利益  20,387 49.2 18,794 48.1

   返品調整引当金繰入額  1 0.0 ― ―

   返品調整引当金戻入額  ― ― 3 0.0

   差引売上総利益  20,386 49.2 18,797 48.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 運送費及び保管料 758 696    

 ２ 販売促進費 1,092 992    

 ３ 給料及び諸手当 5,371 5,397    

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 17    

 ５ 賞与引当金繰入額 453 503    

 ６ 退職給付引当金繰入額 270 281    

 ７ 役員退職慰労 
   引当金繰入額 

29 30    

 ８ 賃借料 1,436 1,415    

 ９ 減価償却費 2,776 2,759    

 10 旅費交通費 1,047 1,038    

 11 研究開発費 
※２ 
 ６ 

2,460 2,946    

 12 その他 2,133 17,830 43.0 2,086 18,166 46.5

   営業利益  2,555 6.2 630 1.6

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 12 13    

 ２ 有価証券利息 0 1    

 ３ 受取配当金 18 66    

 ４ 産業財産権等収入 1,004 1,000    

 ５ その他 133 1,169 2.8 111 1,192 3.1

        



  

  
  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用 
   

 １ 支払利息 5 ―    

 ２ 社債利息 35 33    

 ３ たな卸資産評価損 26 3    

 ４ たな卸資産処分損 ※３ 296 110    

 ５ 製造委託関連費 ※７ 300 ―    

 ６ その他 ※４ 158 823 2.0 68 216 0.6

   経常利益  2,901 7.0 1,607 4.1

Ⅵ 特別利益     

 １ 投資有価証券売却益 ― 797    

 ２ 優先出資証券償還益 ― 82    

 ３ 施設利用預託保証金 
   売却益 

― 9    

 ４ 販売承継益 ※10 ― 373    

 ５ 貸倒引当金戻入額 29 29 0.1 ― 1,263 3.2

Ⅶ 特別損失     

 １ 有形固定資産除却損 ※５ 160 80    

 ２ 減損損失 ※11 ― 947    

 ３ 有形固定資産売却損 ※12 ― 11    

 ４ 事業所閉鎖損失 ※13 ― 1,112    

 ５ 投資有価証券売却損 2 ―    

 ６ 関係会社株式評価損 12 ―    

 ７ 前期損益修正損 ※８ 37 ―    

 ８ 事業構造改善関係費 ※９ 304 517 1.3 ― 2,151 5.5

   税引前当期純利益  2,412 5.8 719 1.8

   法人税、住民税 
   及び事業税 

864 810    

   法人税等調整額 964 1,828 4.4 △897 △87 △0.2

   当期純利益  583 1.4 806 2.0

   前期繰越利益  855 1,229  

   自己株式消却額  ― 108  

   当期未処分利益  1,439 1,926  

        



  
製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 5,747 56.6 4,948 41.0

Ⅱ 労務費 ※１ 2,082 20.5 1,884 15.6

Ⅲ 経費 ※２ 2,330 22.9 5,229 43.4

  当期総製造費用 10,160 100.0 12,062 100.0

  期首仕掛品たな卸高 922 846  

合計 11,082 12,909  

  他勘定振替高 ※３ 34 6  

  期末仕掛品たな卸高 846 963  

  当期製品製造原価   10,201 11,938  

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１   原価計算の方法 

 原価計算の方法は組別工程別総合原価計算を採

用しており、原価差額は期末において製品、仕掛

品、売上原価に配賦しております。 

同左 

２ 

※１ 

労務費のうち引当金繰入額は次の通りでありま

す。 

賞与引当金繰入額 140百万円

退職給付引当金繰入額 80百万円

労務費のうち引当金繰入額は次の通りでありま

す。 

賞与引当金繰入額 107百万円

退職給付引当金繰入額 73百万円

※２ 

経費のうち主なものは次の通りであります。 

外注加工費 397百万円

減価償却費 977百万円

動力費 390百万円

経費のうち主なものは次の通りであります。 

外注加工費 3,106百万円

減価償却費 1,040百万円

動力費 418百万円

※３ 

他勘定振替高の主なものは、営業倉庫よりの戻し

高、研究開発費への振替、たな卸資産処分損への

振替、商品受入付随費用の商品仕入高への振替で

あります。 

同左 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税引前当期純利益 2,412 719 

 ２ 減価償却費 3,846 3,904 

 ３ 減損損失 ― 947 

 ４ 関係会社株式評価損 12 ― 

 ５ 固定資産除却損 134 66 

 ６ 貸倒引当金の増加額 36 17 

 ７ 賞与引当金の増加額(又は減少額(△)) △140 7 

 ８ 売上割戻引当金の増加額 
   (又は減少額(△)) 

― △217 

 ９ 事業所閉鎖損失引当金の増加額 ― 1,112 

 10 退職給付引当金の減少額 △858 △514 

 11 役員退職慰労引当金の減少額 △3 △51 

 12 受取利息及び受取配当金 △30 △80 

 13 支払利息 5 ― 

 14 投資有価証券売却損益 2 △797 

 15 優先出資証券償還益 ― △82 

 16 売上債権の減少額 789 2,087 

 17 たな卸資産の減少額 1,691 208 

 18 未収金の減少額(又は増加額(△)) ― △556 

 19 仕入債務の減少額 △1,138 △1,478 

 20 未払金の増加額(又は減少額(△)) △199 271 

 21 その他営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

△152 177 

    小計 6,409 5,740 

 22 利息及び配当金の受取額 28 81 

 23 利息の支払額 △6 ― 

 24 法人税等の支払額 △80 △1,403 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 6,350 4,417 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 定期預金の預入による支出 △2,465 ― 

 ２ 定期預金の払戻による収入 220 2,425 

 ３ 有価証券の取得による支出 △2,800 △5,500 

 ４ 有価証券の売却による収入 1,500 5,500 

 ５ 有形固定資産の取得による支出 △1,500 △1,043 

 ６ 有形固定資産の売却による収入 ― 551 

 ７ 無形固定資産の取得による支出 △4,162 △4,358 

 ８ 投資有価証券の取得による支出 △2 △2 

 ９ 投資有価証券の売却による収入 32 1,454 

 10 優先出資証券償還による収入 ― 1,082 

 11 敷金・保証金の返還による収入 75 120 

 12 投資その他の資産の取得による支出 △15 △18 

 13 その他投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

△38 324 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △9,156 535 



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 短期借入れによる収入 100 ― 

 ２ 短期借入金の返済による支出 △800 ― 

 ３ 長期借入金の返済による支出 △760 ― 

 ４ 社債の償還による支出 ― △2,400 

 ５ 自己株式の取得による支出 △11 △14 

 ６ 配当金の支払額 △208 △208 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,680 △2,623 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (又は減少額(△)) 

△4,486 2,329 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,980 1,494 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,494 3,824 

    



  

④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月28日) 
当事業年度 

(平成18年６月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,439 1,926

Ⅱ 任意積立金取崩額  

   固定資産圧縮積立金 
   取崩額 

― 100

     合計 1,439 2,027

Ⅲ 利益処分額  

   配当金 209 209

Ⅳ 次期繰越利益 1,229 1,818

   



重要な会計方針 

以下、対象年度について特に断りのない限り、記載事項は両事業年度において共通の事項であります。 

  

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定している) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

  

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品  総平均法による原価法 

製品    同上 

原材料   同上 

仕掛品   同上 

貯蔵品   同上 

  

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は、建物は８～47年、機械及び装置は４～７年であります。 

  

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、販売権については経済的使用可能期間に基づく定額法を採用しております。また、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

  

(3) 投資その他の資産(長期前払費用) 

均等償却 

なお、主な償却期間は５年であります。 

  



５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の取立不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  

(3) 返品調整引当金 

期末日後の返品による損失に備えるため、当社返品実績に基づく売上損失及び廃棄損失の見積額を計上しており

ます。 

  

(4) 売上割戻引当金 

販売した製商品に対する将来の売上割戻に備えるため、期末売掛金に対し、当期中の実績割戻率を乗じた額を計

上しております。 

  

(5) 事業所閉鎖損失引当金 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

大宮事業所の閉鎖に伴う損失に備えるため、発生見込額に基づき計上しております。 

  

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による按分額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

  

(7) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金支払いに備えるため、内規に基づく期末必要額を計上しております。 

  

６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  



７ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨による予定取引(金銭債権債務) 

  

(3) ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の為替相場の変動による相関関係によって有効性を評価し、有効性の検証を実施し

ております。 

  

８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日

が到来する短期投資からなっております。 

  

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  



(会計方針の変更) 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が947百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

(表示方法の変更) 

(前事業年度) 

(損益計算書) 

従来、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「産業財産権等収入」は営業外収益の100分の10を

超えたため、当期において区分掲記しております。 

なお、前期の営業外収益の「その他」に含まれている「産業財産権等収入」は10百万円であります。 

  

(当事業年度) 

(貸借対照表) 

従来、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収金」は資産の総額の100分の１を超えたため、

当期において区分掲記しております。 

なお、前期の流動資産の「その他」に含まれている「未収金」は143百万円であります。 

  

(キャッシュ・フロー計算書) 

売上割戻引当金の増加額(又は減少額(△)) 

従来、「その他営業活動によるキャッシュ・フロー」に含めて表示しておりました「売上割戻引当金の増加額

(又は減少額(△))」は、重要性が増したため、当期において区分掲記しております。 

なお、前期の「その他営業活動によるキャッシュ・フロー」に含まれている「売上割戻引当金の増加額(又は減

少額(△))」は、４百万円であります。 

  

未収金の減少額(又は増加額(△)) 

従来、「その他営業活動によるキャッシュ・フロー」に含めて表示しておりました「未収金の減少額(又は増加

額(△))」は、重要性が増したため、当期において区分掲記しております。 

なお、前期の「その他営業活動によるキャッシュ・フロー」に含まれている「未収金の減少額(又は増加額

(△))」は、133百万円であります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

当事業年度におきまして大宮工場財団及び真岡工場財団に設定しておりました根抵当権を抹消しておりま

す。 

① 担保に供している資産 

  

  

※２ 株式の状況 

(前事業年度) 

定款の定める会社の発行する株式の総数は155,920,000株であります。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっております。 

(当事業年度) 

定款の定める会社の発行する株式の総数は155,920,000株であります。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっております。 

なお、当事業年度におきまして商法第212条の規定に基づき自己株式370,000株を消却し、登記簿上の会社が

発行する株式の総数は155,550,000株となっております。 

また、平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、「株式の消却が行われた場

合には、これに相当する株式数を減ずる」という定めは削除されました。 

  

※３ 自己株式の保有数 

  

  

    
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

大宮工場財団(建物・構築物・
機械及び装置・土地) 

  1,326百万円 該当なし 

真岡工場財団(建物・構築物・
機械及び装置・土地) 

  4,019百万円 該当なし 

計   5,345百万円   

② 担保付債務   該当なし 該当なし 

授権株式数  普通株式 155,920,000株

発行済株式総数 普通株式 70,179,164株

授権株式数  普通株式 155,550,000株

発行済株式総数 普通株式 69,809,164株

    前事業年度 当事業年度 

 普通株式   370,023株 43,271株 



※ 配当制限 

(前事業年度) 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は564百万円であります。 

(当事業年度) 

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額は200百万円であります。 

  

※ コミットメントライン契約 

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行とコミットメントライン契約を締結しておりました

が、当事業年度につきましては資金計画を見直した結果、コミットメントライン契約期間満了に伴い契約を終

了しております。従いまして当事業年度末のコミットメントライン契約はございません。 

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

    前事業年度 当事業年度 

コミットメントラインの総額   10,000百万円 ―百万円 

借入実行残高   ―百万円 ―百万円 

差引額   10,000百万円 ―百万円 



(損益計算書関係) 

※１ 他勘定振替高 

他勘定振替高の主なものは、販売費及び一般管理費(販売促進費等)、営業外費用(たな卸資産処分損等)及び

工場への戻り品であります。 

  
※２ 研究開発費のうち引当金繰入額は次の通りであります。 

  

  
※３ たな卸資産処分損のうち引当金繰入額は次の通りであります。 

  

  
※４ 営業外費用の「その他」のうち引当金繰入額は次の通りであります。 

  

  
※５ 有形固定資産除却損の内容は次の通りであります。 

  

  
※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費の総額 

  

  

※７ 製造委託関連費 

(前事業年度) 

一部製品の製造を委託するための準備費用であります。 

(当事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

  

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

  
当事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

賞与引当金繰入額   65百万円   57百万円 

退職給付引当金繰入額   43百万円   41百万円 

    前事業年度 当事業年度 

返品調整引当金繰入額   26百万円   25百万円 

    前事業年度 当事業年度 

貸倒引当金繰入額   65百万円   ―百万円 

    前事業年度 当事業年度 

建物   145百万円   18百万円 

機械及び装置   7百万円   57百万円 

工具器具備品他   7百万円   4百万円 

合計   160百万円   80百万円 

    前事業年度 当事業年度 

    2,460百万円   2,946百万円 



※８ 前期損益修正損 

(前事業年度) 

MR(医薬情報担当者)の出向受入契約終了に伴う損失であります。 

(当事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

  

※９ 事業構造改善関係費 

(前事業年度) 

経営構造改革の推進のための費用で、早期退職優遇制度による割増退職金(270百万円)等であります。 

(当事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

  

※10 販売承継益 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

販売受託契約解消に伴う情報開示収入等であります。 

  

※11 減損損失 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

当事業年度におきまして、以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

①用途 

遊休資産 

②種類 

建物、土地、その他 

③場所 

埼玉県深谷市等 

④減損損失を認識するに至った経緯 

当社は、継続的に収支把握をしている管理会計上の区分を基礎とし資産をグルーピングしております。上記資

産につきましては現在遊休状態であり、市場価額が著しく下落しているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額947百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。内訳は、建物114百万円、土地822百万

円、その他10百万円であります。なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び

土地につきましては不動産鑑定士による鑑定評価額を基礎として評価しております。 

  



※12 有形固定資産売却損 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

深谷事業所の売却(建物、構築物、土地)に係る損失であります。 

  

※13 事業所閉鎖損失 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

大宮事業所の閉鎖に伴う損失で、発生見込額を計上しております。 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  

  

   前事業年度 当事業年度   

現金及び預金勘定  4,219百万円 4,124百万円  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △2,725百万円 △300百万円  

現金及び現金同等物  1,494百万円 3,824百万円  



(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

  

(減損損失について) 

(前事業年度) 

記載すべき事項はありません。 

(当事業年度) 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額   

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

    
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  
減価償却累
計額相当額
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累
計額相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物   ―   ― ― 336 1   334

工具器具備品   723   432 290 675 428   246

合計   723   432 290 1,012 430   581

    前事業年度 当事業年度 

一年内   120百万円 129百万円

一年超   174百万円 456百万円

合計   294百万円 585百万円

  前事業年度 当事業年度 

支払リース料 146百万円 135百万円

減価償却費相当額 140百万円 130百万円

支払利息相当額 5百万円 4百万円

    
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

一年内    5百万円 6百万円 

一年超    7百万円 5百万円 

合計    13百万円 12百万円 



(有価証券関係) 

(前事業年度) 

１ 子会社株式で時価のあるもの(H17.３.31現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの(H17.３.31現在) 

(貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

(貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

４ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額(H17.３.31現在) 

その他有価証券 

  

５ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

※ 当事業年度において、子会社株式で時価のない株式について12百万円の減損処理を行っております。 

株式の減損にあたっては、市場価額のある株式については時価が市場価額に比べ50％以上下落した場合には全

て、また、30％以上50％未満下落した場合には回復可能性があると認められる場合を除き減損処理を行っており

ます。 

市場価額のない株式については実質価額が取得価額に比べて50％以上下落した場合は回復可能性等を考慮し減

損処理を行っております。 

  

    取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式  859百万円  1,808百万円  948百万円

小計  859百万円  1,808百万円  948百万円

    取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式  ―百万円  ―百万円  ―百万円

小計  ―百万円  ―百万円  ―百万円

合計  859百万円  1,808百万円  948百万円

売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

2百万円  ―百万円  2百万円

  非上場株式 624百万円

  優先出資証券 1,000百万円

  合同運用指定金銭信託 1,300百万円

    １年以内   １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超 

合同運用指定 
金銭信託 

 1,000百万円  ―百万円  ―百万円  ―百万円



(当事業年度) 

１ 子会社株式で時価のあるもの(H18.３.31現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの(H18.３.31現在) 

(貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

(貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

３ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

４ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額(H18.３.31現在) 

その他有価証券 

  

５ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  

  

    取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式  217百万円  555百万円  337百万円

小計  217百万円  555百万円  337百万円

    取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式  ―百万円  ―百万円  ―百万円

小計  ―百万円  ―百万円  ―百万円

合計  217百万円  555百万円  337百万円

売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

1,457百万円  797百万円  ―百万円

  非上場株式 607百万円

  合同運用指定金銭信託 1,300百万円

    １年以内   １年超５年以内  ５年超10年以内  10年超 

合同運用指定 
金銭信託 

 1,000百万円  ―百万円  ―百万円  ―百万円



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

デリバティブ取引として、為替予約取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社の行うデリバティブ取引は全てリスク回避を目的としており、投機目的によるデリバティブ取引は行わな

い方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

・ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ 

・ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約 

ヘッジ対象 外貨による予定取引(金銭債権債務) 

・ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の為替相場の変動による相関関係によって有効性を評価し、有効性の検証を実施し

ております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、当社の利用している為替予約取引

の契約先は、いずれも、信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行による信用リスクはないと認

識しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

当社では、デリバティブ取引の実行及び管理は経理部で行っており、重要な取引については、取締役会及び経

営会議へ報告し、厳重な管理をしております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 

  



(退職給付関係) 

(前事業年度) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。なお、退職給付会計

に準拠した数理計算の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

(注) 上記の退職給付費用の他に、割増退職金として270百万円を特別損失に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による按分額を費用処理しております。 

  

イ 退職給付債務   △9,880百万円

ロ 年金資産   3,220百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)   △6,659百万円

ニ 未認識数理計算上の差異   2,038百万円

ホ 未認識過去勤務債務   △527百万円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ)   △5,148百万円

イ 勤務費用   510百万円

ロ 利息費用   251百万円

ハ 期待運用収益   △65百万円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額   225百万円

ホ 過去勤務債務の費用処理額   △527百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)   393百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準    

ロ 割引率 2.0％    

   (期首時点において適用した割引率は2.5％)   

ハ 期待運用収益率 2.0％    

ニ 数理計算上の差異の処理年数      

ホ 過去勤務債務の額の処理年数    



(当事業年度) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。なお、退職給付会計

に準拠した数理計算の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による按分額を費用処理しております。 

  

  

次へ 

イ 退職給付債務   △9,875百万円

ロ 年金資産   3,605百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)   △6,269百万円

ニ 未認識数理計算上の差異   1,635百万円

ホ 退職給付引当金(ハ＋ニ)   △4,634百万円

イ 勤務費用   521百万円

ロ 利息費用   197百万円

ハ 期待運用収益   △64百万円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額   268百万円

ホ 過去勤務債務の費用処理額   △527百万円

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)   396百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

ロ 割引率 2.0％  

ハ 期待運用収益率 2.0％  

ニ 数理計算上の差異の処理年数    

ホ 過去勤務債務の額の処理年数    



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

繰延税金資産(流動)              

  売上割戻引当金   218百万円    130百万円 

  賞与引当金   300百万円    304百万円 

  たな卸資産   40百万円    266百万円 

  研究開発費   93百万円    318百万円 

  事業所閉鎖損失引当金   ―百万円    450百万円 

  その他   216百万円    160百万円 

繰延税金資産(流動)合計   869百万円    1,630百万円 

繰延税金資産(固定)            

  退職給付引当金限度超過額   1,912百万円    1,876百万円 

  役員退職慰労引当金   41百万円    20百万円 

  減価償却費超過額   102百万円    113百万円 

  減損損失   ―百万円    52百万円 

  投資有価証券評価損   463百万円    16百万円 

  その他   201百万円    200百万円 

繰延税金資産(固定)小計   2,721百万円    2,280百万円 

評価性引当額   △621百万円    △114百万円 

繰延税金資産(固定)計   2,099百万円    2,165百万円 

繰延税金負債(固定)            

  固定資産圧縮積立金   △70百万円    ―百万円 

  その他有価証券評価差額   △384百万円    △136百万円 

繰延税金負債(固定)小計   △454百万円    △136百万円 

繰延税金資産(固定)合計   1,645百万円    2,028百万円 



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

(持分法損益等) 

関連会社がないため記載しておりません。 

  

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

法定実効税率 40.5％  40.5％ 

(調整)      

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

9.6％  30.8％ 

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.2％  △0.4％ 

住民税均等割 1.2％  4.1％ 

評価性引当額 25.8％  △70.5％ 

試験研究費等の税額控除 △2.9％  △16.0％ 

その他 1.8％  △0.5％ 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

75.8％  △12.1％ 



【関連当事者との取引】 

(前事業年度) 

親会社 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 取引条件等については、契約によっております。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

(当事業年度) 

親会社 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 取引条件等については、契約によっております。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の
所有(被所有)
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 興和株式
会社 

愛知県 
名古屋
市中区 

3,840 

医薬品事業 
繊維事業 
電機光学事
業他 

所有 
直接 なし 
間接 なし 
(被所有) 
直接 62.78 
間接 なし 

兼任 4人
転籍 1人

共同販売
促進活動 

営業取引
医療用医薬 
品の共同販 
売促進 

428 未収金 65

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の
所有(被所有)
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 興和株式
会社 

愛知県 
名古屋
市中区 

3,840 

医薬品事業 
繊維事業 
電機光学事
業他 

所有 
直接 なし 
間接 なし 
(被所有) 
直接 62.78 
間接 なし 

兼任 5人
転籍 1人

共同販売
促進活動 

営業取引
医療用医薬 
品の共同販 
売促進 

1,239 未収金 146



(１株当たり情報) 

  

  

(前事業年度)・(当事業年度) 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がありませんので、記載しておりません。 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

(前事業年度) 

該当事項はありません。 

  

(当事業年度) 

(1) 第三者割当増資 

平成18年３月13日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４月10日を払込期日とする第三者割当による新株

式を発行いたしました。 

① 新株式発行概要 

  

② 増資による発行済株式総数の推移 

   増加前発行済株式総数  69,809,164株（増資前資本金 6,775百万円） 

   増資による増加株式数  10,000,000株（増加資本金  1,790百万円） 

   増加後発行済株式総数  79,809,164株（増資後資本金 8,565百万円） 

  

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

  
当事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 342円18銭   345円52銭 

１株当たり当期純利益 8円36銭   11円55銭 

  前事業年度   当事業年度 

   当期純利益 583百万円   806百万円 

   普通株主に帰属しない金額 ―百万円   ―百万円 

   普通株式に係る当期純利益 583百万円   806百万円 

   普通株式の期中平均株式数 69,827,282株   69,792,072株 

  発行新株式数 普通株式 10,000,000株   

  発行価額 １株につき 金 357円   

  発行価額の総額 3,570,000,000円    

  資本組入額 １株につき 金 179円   

  割当先及び株式数 興和株式会社 10,000,000株   



(2) 株式交換契約 

当社と興和株式会社は、両社一丸となりスピードある経営を推進し、両社の企業価値を向上させるため、平成

18年５月23日開催の取締役会の決議に基づき株式交換契約を締結いたしました。 

株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

  

① 株式交換の内容 

興和株式会社を完全親会社とし、当社を完全子会社とする株式交換 

  

② 株式交換の日 

平成18年８月１日(予定) 

  

③ 株式交換の方法 

興和株式会社は、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律(平成17年法律第87号)第450条第７項の

規定により、同法第449条の規定による改正前の産業活力再生特別措置法第12条の９に基づき、株式の交付に代

えて株式交換日前日の最終の当社の株主名簿記載の株主のうち興和株式会社を除く株主に対して、その所有す

る当社の普通株式１株につき357円の割合をもって金銭を交付する。 

  

④ 興和株式会社の資産・負債の状況(平成18年３月31日) 

        (百万円) 

  

(3) 事業譲渡契約 

当社は、興和株式会社と平成18年５月23日開催の取締役会の決議に基づき事業譲渡契約を締結し、平成18年10

月１日をもって興和株式会社の医療用医薬品の販売事業を譲り受けることとなりました。 

その主な内容は、以下のとおりであります。 

① 平成18年10月１日をもって、興和株式会社の医療用医薬品の販売事業を当社に譲渡し、当社はこれを譲り受

ける。 

② 興和株式会社が当社に譲渡すべき資産および負債(以下、「本件譲渡対象」)は、平成18年10月１日現在の医

療用医薬品販売事業に係る債権債務および固定資産の一部としております。 

③ 本件に係る譲渡対価は、譲渡日前日の終了時における本件譲渡対象の興和株式会社の資産・負債等の状況を

確認のうえ確定し、50億円を上限とする。 

④ 興和株式会社は、本件の事業譲渡にともない同社の取り扱う医療用医薬品の全製品について、当社に独占的

販売権を供与する。 

⑤ 本件の事業に属している興和株式会社の従業員は、原則として本件譲渡日をもって当社に出向させるものと

する。 

資産 金額 負債 金額 

流動資産 81,001 流動負債 58,187 

固定資産 92,273 固定負債 14,929 

資産合計 173,275 負債合計 73,117 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

大栄不動産㈱ 265,250 341 

アルフレッサ 
ホールディングス㈱ 

30,730 219 

富士倉庫運輸㈱ 450,000 208 

㈱スズケン 32,926 121 

東邦薬品㈱ 35,112 60 

㈱バイタルネット 76,734 57 

㈱メディセオ・パルタック
ホールディングス 

27,523 52 

富田薬品㈱ 20,000 30 

日本ハム㈱ 22,000 27 

そしあす証券㈱ 16,480 27 

その他(３銘柄) 28,836 16 

計 1,005,591 1,163 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券 
その他 
有価証券 

合同運用指定金銭信託 1,300,328,166 1,300 

小計 ― 1,300 

計 ― 1,300 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 「当期減少額」欄の( )は内書きで、当期の減損損失計上額であります。 

２ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

３ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

４ 有形固定資産及び無形固定資産の当期償却額の内訳は次の通りであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 9,940 1,453 
235
(114)

11,159 6,707 399 4,451

 構築物 528 41 
57
(5)

512 349 15 163

 機械及び装置 12,156 1,358 
438
(0)

13,076 10,558 649 2,517

 車両運搬具 118 15 1 132 102 13 29

 工具器具備品 2,685 94 
78
(4)

2,701 2,371 119 330

 土地 1,675 ― 
1,380
(822)

294 ― ― 294

 建設仮勘定 814 2,925 3,180 559 ― ― 559

有形固定資産計 27,919 5,888 
5,372
(947)

28,436 20,090 1,197 8,346

無形固定資産       

 販売権 7,435 ― 7,435 ― ― 2,657 ―

 ソフトウェア 245 12 ― 258 105 49 152

 電話加入権 17 ― ― 17 ― ― 17

 施設利用権 0 ― ― 0 0 0 0

無形固定資産計 7,699 12 7,435 276 105 2,706 170

長期前払費用 60 58 12 105 92 43 13

有形固定資産     

 建物   真岡工場新生産棟建設によるもの 1,376百万円

 機械及び装置   真岡工場新生産棟建設によるもの 1,218百万円

 建設仮勘定   真岡工場新生産棟建設によるもの 2,059百万円

有形固定資産     

 土地   減損損失によるもの 822百万円

 建設仮勘定   固定資産本勘定への振替等によるもの 3,180百万円

無形固定資産     

 販売権   販売承継によるもの 7,435百万円

 販売費及び一般管理費 (減価償却費) 2,759百万円

 販売費及び一般管理費 (研究開発費) 103百万円

 製造経費 (減価償却費) 1,040百万円

 計   3,904百万円



【社債明細表】 

  

(注) 貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

  

【借入金等明細表】 

記載すべき事項はありません。 

  

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

第２回無担保社債 平成15年２月14日 2,000 ― 1.000 無担保社債 平成18年２月14日

第３回無担保社債 平成15年２月25日 1,000 1,000 0.440 無担保社債 平成20年２月25日

第４回無担保社債 平成15年２月25日 1,000 1,000 0.951 無担保社債 平成20年２月25日

第５回無担保社債 平成15年２月28日 400 ― 0.450 無担保社債 平成18年２月28日

合計 ― 4,400 2,000 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― 2,000 ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、43,271株であります。 

２ 既発行株式の普通株式の減少は、商法212条の規定に基づく自己株式の消却によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替による取崩額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 6,775 ― ― 6,775

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (70,179,164) (―) (370,000) (69,809,164)

普通株式 (百万円) 6,775 ― ― 6,775

計 (株) (70,179,164) (―) (370,000) (69,809,164)

計 (百万円) 6,775 ― ― 6,775

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金    

(株式払込剰余金) (百万円) 8,461 ― ― 8,461

計 (百万円) 8,461 ― ― 8,461

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 894 ― ― 894

任意積立金    

 固定資産 
 圧縮積立金 

(百万円) 100 ― ― 100

 別途積立金 (百万円) 5,760 ― ― 5,760

計 (百万円) 6,755 ― ― 6,755

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 102 73 46 56 73

賞与引当金 660 668 660 ― 668

返品調整引当金 52 48 52 ― 48

売上割戻引当金 539 322 539 ― 322

事業所閉鎖損失引当金 ― 1,112 ― ― 1,112

役員退職慰労引当金 102 30 82 ― 50



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(Ⅰ)資産の部 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)受取手形 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 1

預金の種類  

当座預金 3,704

普通預金 118

定期預金 300

計 4,122

合計 4,124

相手先 金額(百万円)

㈱フレット 164

岩渕薬品㈱ 137

中北薬品㈱ 111

㈱マルタケ 98

㈱新生堂 85

その他 240

合計 837

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 269

  〃  ５月 〃  255

  〃  ６月 〃  185

  〃  ７月 〃  126

合計 837



(ハ)売掛金 

(ⅰ)相手先別内訳 
  

  

(ⅱ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生額には消費税等が含まれております。 

  

(ニ)商品、製品及び仕掛品 
  

  

(ホ)原材料及び貯蔵品 
  

  

相手先 金額(百万円)

㈱スズケン 3,680

アルフレッサ㈱ 3,220

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 3,148

東邦薬品㈱ 2,024

㈱バイタルネット 676

その他 3,984

合計 16,735

前期繰越高 
(百万円) 

当期発生額 
(百万円) 

当期回収額
(百万円) 

次期繰越高
(百万円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

18,518 41,039 42,822 16,735 71.9 156.8

区分 商品(百万円) 製品(百万円) 仕掛品(百万円) 

医薬品 250 1,576 963

合計 250 1,576 963

区分 原材料(百万円) 貯蔵品(百万円) 

薬品 545 ―

包装材料 186 ―

消耗品他 ― 11

合計 731 11



(Ⅱ)負債の部 

(イ)支払手形 

(ⅰ)相手先別内訳 

  

  

(ⅱ)期日別内訳 

  

  

(ロ)買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円)

川崎三鷹製薬㈱ 258

㈱大協精工 106

東京硝子㈱ 98

日研化成㈱ 94

富士化学工業㈱ 86

その他 350

合計 995

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 288

  〃  ５月 〃  402

  〃  ６月 〃  156

  〃  ７月 〃  148

  〃  ８月 以降満期 ―

合計 995

相手先 金額(百万円)

三菱ウェルファーマ㈱ 960

日清キョーリン製薬㈱ 382

森永乳業㈱ 225

味の素メディカ㈱ 223

長瀬産業㈱ 138

その他 848

合計 2,779



(ハ)未払金 
  

  

(ニ)設備関係支払手形 
  

(注) 主な相手先 斉藤工業所      ０百万円 

三和建設㈱      ２百万円 

  

(ホ)退職給付引当金 

  

  

区分 金額(百万円)

設備工事代 1,952

配当金 4

事業所税 24

販売・製造諸経費等 1,488

合計 3,469

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 0

  〃  ５月 〃  ―

  〃  ６月 〃  ―

  〃  ７月 〃  2

  〃  ８月 以降満期 ―

合計 3

区分 金額(百万円)

未積立退職給付債務 6,269

未認識数理計算上の差異 △1,635

合計 4,634



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 決算公告については、貸借対照表および損益計算書を当社のホームページに掲載することとしております。 

アドレス http://www.nikken-chemicals.co.jp/info/koukoku.html 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、100株未満の株数表示株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
不所持交付、分割、喪失および汚損・毀損、株券失効による再交付の場合は１枚につ
き印紙税相当額。その他は無料。 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である興和株式会社は、継続開示会社であります。 

興和株式会社は非上場会社であります。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第62期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月28日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第63期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月９日 
関東財務局長に提出。 

            

(3)  臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第６号の２(完全子会社とな
る株式交換)及び第８号(売上高の百分
の十以上増加することが見込まれる営
業の譲受け)の規定に基づくもの。 

  平成18年３月10日 
関東財務局長に提出。 

            

(4)  臨時報告書の訂正 
報告書 

平成18年３月10日提出の臨時報告書に
係る訂正報告書(上記(3))。 

  平成18年３月13日 
関東財務局長に提出。 

            

(5)  臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第６号の２(完全子会社とな
る株式交換)及び第８号(売上高の百分
の十以上増加することが見込まれる営
業の譲受け)の規定に基づくもの。 

  平成18年３月13日 
関東財務局長に提出。 

            

(6)  有価証券届出書 
及びその添付書類 

第三者割当の方法による株式発行。   平成18年３月13日 
関東財務局長に提出。 

          

(7) 臨時報告書の訂正 
報告書 

平成18年３月13日提出の臨時報告書に
係る訂正報告書(上記(5))。 

  平成18年５月23日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月28日

日研化学株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日研化

学株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日研化

学株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

  

東陽監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  稲  葉  欣  久  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  勝  野  成  紀  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

日研化学株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日研化

学株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日研化

学株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該基

準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

東陽監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  勝  野  成  紀  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  光  博  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  塩  信  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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